プルタミナ国営石油・天然ガス鉱業公社の構造改革 by 馬上 幸夫
－ －1
名古屋女子大学 紀要 49（人・社） 1～15 2003
プルタミナ国営石油・天然ガス鉱業公社の構造改革
馬 上 幸 夫
A Consideration of the Structural Reformation of PERTAMINA
(Indonesia State Oil and Gas Company)
Yukio MAGAMI
１ はじめに












































































（P. N. PERTAMINA：国営石油・天然ガス鉱業公社 Perusahaan Negara Pertambangan Minyak dan
BumiNasional）に統合された。その後、1971年９月プルタミナは「新プルタミナ法」の制定に
より、現在のプルタミナ（PERTAMINA：国営石油・天然ガス鉱業会社 Perusahaan Pertambangan

































































































































Unit I North Sumatra/Aceh Unit II South Sumatra/Jambi/Lampung/Riau
Unit III Java and Madura Unit IV Kalimantan Unit Unit V Eastern Indonesia
②プルタミナ合弁会社
KIPCO（Korea-Indonesia Petroleum Company Ltd.）Korea
Pacific Petroleum and Trading Company Ltd. Japan
Perta Oil Marketing Company Ltd. Hong Kong
Permindo Indonesia
Arun NGL Company Ltd. Indonesia
Badak NGL Company Ltd. Indonesia
③プルタミナ関連会社
PT. Pertamina Tongkang Workboats 船舶関係
PT. Parta Jasa Housing 住宅関係
PT. Pelita Air Service Air Service 航空機関係
PT. Elunusa Communication 通信関係
５ 請負契約と生産分与契約













負人で資本を投下し、作業するが、P. S. C. では、外国会社は国営会社と契約して、協定した
計画に基づき、借款を供与し、作業に協力する。W. C. では投下資本は生産物より償還される
が、P. S. C. では借款であるから利子を付して返済される。W. C. では請負企業は一定額の一
時金を支払うが、P. S. C. では支払う義務がない等であったが、その内容は変化してきた。現
在、両契約の主な相違点は、W. C. では請負契約者は、その経費と危険負担において探鉱・開
発作業を請負い、生産物の処分権（保有権）が与えられている。又、現地ルピア資金の調達は







































































・原油とコンデンセートの合計 輸出量 223,500 千バレル・年間
輸出額 6,282 百万米ドル
輸出単価 28.11 米ドル・バレル
・石油製品 輸出量 67,085 千バレル・年間
輸出額 1,676 百万米ドル
輸出単価 24.98 米ドル・バレル
・LPG 輸出量 1,745 千トン・年間
輸出額 394 百万米ドル
輸出単価 225.79 米ドル・トン
・LNG 輸出量 1,400,024 百万 BTU・年間
輸出単価 4.86 米ドル・MMBTU

























日本 933,660千MMB 17,999千トン 67％
韓国 320,766 6,184 23







































































また、探鉱・採掘部門は、請負契約（W. C.）と生産分与契約（P. S. C.）の２方式に分類される。
１ 外資提携関係
具体的な外資提携契約は、請負契約、生産分与契約、技術援助（導入）契約、合弁会社契約
などの形態で締結される。プルタミナの主な外資提携（原油）状況に関して Embassy of the United
States of America（Jakarta, October 2001）は次の通り報告している。
提携先 比率 契約形態
Gulf Resources 50％ 生産分与契約










Gulf Resources 45％ 合弁会社契約








KIPCO（Korea-Indonesia Petroleum Company Ltd.）Korea
Pacific Petroleum and Trading Company Ltd. Japan
Perta Oil Marketing Company Ltd. Hong Kong
Permindo Indonesia
Arun NGL Company Ltd. Indonesia
Badak NGL Company Ltd. Indonesia
KIPCOは韓国輸出向け、Pacific Petroleum and Trading Company Ltd. は日本向け、そして Perta
Oil Marketing Company Ltd. は、これら以外の国向けの輸出販売会社である。
なお、Pacific Petroleum and Trading Company Ltd. はプルタミナ50％、日本側50％の合弁会社
であり、日本側は東京電力、関西電力、中部電力、東北電力等電力各社及び日本石油、コスモ
石油など石油業者が株主となっている。



























２）リチャード・ロビソン、木村安恒訳、INDONESIA The Rise of Capital──政治・経済体制の分析──（1987）
pp. 218–226, 321–327.
















資料：October 2001 Embassy of the United States of America Jakarta 上記資料を参考に作成
11）資料：プルタミナ東アジア代表部























プルタミナ「Petroleum Report Indonesia」Embassy of the United States of America：Jakarta Indonesia（2001年）
プルタミナ「請負契約と生産分与契約等統計資料」日商岩井インドネシア（2001年）
